
回竺:

不登校関係資料

1. 不登校児童生徒の割合 (推移) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....'p. 1 

2. 不登校への対応について・・・・・・・・・・・・・・・・・・.................'p. 2 

3. 不登校問題に関する国の事業等・・・・・・・・・・・・・・ ....••.•..•.•. 'p. 3 

4.不登校児童生徒を支援する施策について.....................'p. 4 

5. r不主主校に関する実態調査J~平成 18 年度不登校生徒に関する追跡
調査 報告書~ ・・・・・・・・・・ ・・・・・・ ・・・・・・・・・・.............'p. 5 

6. いじめ防止対策推進法(抄)・いじめの防止のための基本的な方針(抄)
. 'p. 8 

7.不登校関係通知一覧 .. • .. •. .. • • . • • • . • • .. • . • .. .. • • .• .• • • • • 'p. 9 

8. r平成 25年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
(不登校関係部分) .. •.•..•.•..•.•.•••..••.•......•..•.••.•• 'p.50 



(%) 

3.5 

3 

2.5 

2 

1.5 

1 

0.5 

。

不登校見

由←小学校

出鶴田中学校

生徒の割合[推移]

to7% 

伊-;&.-8_叩も

I Jj¥oFtx I 0.36% 
A A 字血ーφ同問中間由晴戸-駒田開や土日企 ♀ . ， ，. $ (と き 宇 さ 〉四一@自由噛四戸神

H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 Hl0 Hll H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 十122 H23 H24 H25 

(年度)

i (注)不登校の定義i土、年間30日以上欠席した児愛生徒のうち、病気や経済的な理由を除き、 f何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは 社会的要因圃背 ; 

景により、児童生徒が登校しないあるいはしたくともできない状況にある者J
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文部科学省 「平成25年度児窓生徒の問題行動等生徒指導上の諮問題に関する調資」結果
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<不登校に係る構造改革特区における特例措置>
※「不登校児蓑生徒等を対象とした学校設置に係る教育課程強力化事
業JCH17.7.6学校教育法施行規則の一部改正により全国化〕

※ IIT等の活用による不登校児童生徒の学習機会拡大事業
CH17.7.6遇知により全国化〉

f今後の不登枝への

対応の在り方について』
O校内の指導体制及び教職員等の役割(指導
体制の充実、スクールカウンセラー等との連
携協力等)

0教育支援セン事ー(適応指導教室)の整備充
実やそのための指針作り
「教青支援セン?z-~室備指針(試案)J

0民間施設(フリースクール)等との連携協力の
ための情報収集・提供等
「民間施設についてのガイドライン(試薬)J

r霊桟拒否問題への対応についてj

同

orlむの居場所』としての役割
or適応指導教室」の設置の推進
O義務教育諸学校の登校拒否児童生徒が
学校外の公的機関や民間施設において椙
談E指導を受けている場合の指導要録上
の出欠の取扱い

0'学校設置非営利法人による学校設鐘事業
CH15.10.1施行構造改革特別区域法〉
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【スクールカウンセラー活用事業】
平成7~12年度

スクールカウンセラー
活用事業研究事業
(委託)
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スクールカウンセラー
活用事業補助
( 112補助)

[スクールソーシャルワーカー活用事業] 平成初年度

スクールソーシャル
ワーカー活用事業
研究事業(委託)

{不登校対策の委託モデル事業}
ω 平成19~21 年度

関係機関のネットワーク
を活用した未然防止、
早期発見・早期対応に
つながる取組の譲査研究
(適応指導教室・民間
施設含む)委託

平成11~14年度 平成15~18年度

学校、家庭、児相等
の様係機認が連携した
地域ぐるみのネット
ワーク整備の讃査研究
(遜応指導教室・民間
1ifii設含む)委託

平成2~10年度

不受校児童生徒に対
する適応指導教室等
の調査研究(民間施
設含む)委託

適応指導教室の
実践推進の調査
研究委託

【年度別教育支援センター(適応指導教室)数】

平成21年度~

スクールソーシャル
ワーカー活用事業補

己4謹監i

平成22年度~

いじめ対策支援事
業と併せ自治体の
創意ある取組の譲
査研究(適応指導
教室・民間施設含
む)委託



〆学校における教育相談体制等の整備

-教員による教育相談に加え、児童生徒が適切な教育相談等を受けることができる
よう、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー力一等の心理や福祉に関す
る外部専門家の活用など教育相談体制の整備を支援

〆不登校児童生徒を支援する取組

-不登校児童生徒の学校謹帰に向けた指導・支援を行うため、 F教育支援センター
(適応指導教室)Jを教育委員会が設置。(平成25年度 1， 286笛所)

E 小宮中 E 高等学校の不登校児童生徒が教育支援センター(適応指導教室)や民間

施設(フリースクール等)など学校外の機関において指導等を受ける場合について、
一定の要件を満たせば、校長は指導要録上 f出席扱いJとすることができる。
(義務教育は平成4年、高等学校は平成21年の通知より実施)
小学生3，158人、中学生13，706人、高校生333人が「出席扱いj となった。(平成25年度)

・また、指導要録上「出席扱い」となった児童生徒を対象に、遇学定期乗車券制度
(いわゆる「学割J)の適用を受けられる。
(義務教育は平成5年、高等学校は平成21年より実施)

〆不登校児章生徒に対する学習機会の拡大に係る取組

※上記のほか、中卒認定試験における受験資格の拡大、生徒指導教員の加配、不登
校児童生徒の支援策に係る先進的調査研究などの不登校に関する施策を実施。
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平成 26年 7月9日

「不登校に関する実態謡査」

~平成18年度不登校生徒に関する追跡調査報告書~

文部科学省では、今後の不登校生徒への支援策の参考とするため、平成 18年度に不

登校であった生徒の5年後の状況等の追跡調査を平成 23年度より調査研究会を設けて

誠査・分析を実施。今般、報告撃がまとまったので公表する。

※平成 13年に文部省において、平成 5年度の不登校生徒への追跡調査を実総しており、一部比

較できるような調査となっている。(以下、「前回の調査」という。)

1 .調査概要

不登校生徒の状況を把握するため、過去に不登校であった者のうち、平成18年度に中学校第3

是主己主筆し学校基本調査において不登校として計上された者 (41.043人)を対象とし、

(1)調査対象者が在籍していた中学校に対する基礎的な調査 (A調査)を実施

実施期間:ト-123. 10月-12月 問答数回 28. 388人

(2 )調査対象者本人に対し、中学校在籍当時、中学校卒業後及び現在の状況等について、無記

名のアンケート調査 (8調査)を実路

実施期照:H 24. 1月- 3月 回答数 ユr 60丘ム

(3)調査対象者本人に対し、アンケート調査内容をさらに掘り下げたインタビューによる調査

(C調査)を実施

実施期間 H24. 8月-12月 間答数: 立工旦ム

2. 調査結果の主な特徴

( 1 )不登校の理由・受けていた支援等

0不登校の主な継榔軸は、以下のとおり。

「語集車でなんとなく学校へ行かなかったため(43.的.)J

「身体の調子が悪いと感じたり、ぼんやりとした不安があったため(42.9目，)J 

「いやがらせやいじめをする生徒の存在や友人とのム盟国盤，のため(40.6%)J 
f朝起きられないなど、主患1);;(ムが苦ぽLていたため(33.5首)J 

「畠謹についていItなかったためα6.9%)J 

「学校に行かないことを墨丘墨色主主ためα5.1目)J

O中学校3年生の蒋に受けていた主な支援

学校にいる相談員(A十幼ウ沌テ朝 34.0%、学校の先生 29.5%、、病院・診療所 24.1%、

学校の養護教諭 23.6%、教育支援セントG虚応指導教室)19.7%、民間施設。Iト.AHなど)

8.8% ※ 何も利用しなかったと回答した者は 22.5%
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(2 )不登校の傾向分析

0不登校の継続理由から「無気力型Jr遊び・3何?裂Jr人間関係型Jr複合型Jrその他型J

の5つに類型化することができる。

0不登校時期の分析により、一旦欠席状態が長期化するとその回復が閤雑である傾向が示

されている。

O学校を休み始めた時期と長期化した時期との聞にタイムラグが生じていることから、一

定の「j替在期間Jを総て不登校になることが推測される。

0不登校のきっかけと不登校の継続理由、中学校3年時にほしかった支援と現在必要とす

る支援との問の関連性は、非常に強い。

(3)調査時現在までの進路

o 20歳現在の就学・就業状況

就学のみ 34.5%、就業のみ 27.8%、就学 a就業 19.6%、非就学・非就業 18.1%

O 中学校卒業後の高校進学状況

高校進学率 85.1%、高校中退率 14.0%

o 20歳現在の就学先

大学・短大・高等 22.8%、高等学校 9.0%、専門学校・各種学校等 14.9%

o 20歳現在の就業状況

正社員 9.3% 、 J\' ートヴJ~J\'イト 32.2%、家業手伝い・会社経営 3.4%

3.調査結果の分析

。今回の調査結果により、以下のような点が伺える。

・学校にいる相談員などを利用した割合が高いほか、教育封殺ンケーや民間施設の利用も増え

ており、スウづ助光テの配置(平成 7年に園の支援開始)等を混じ、不登校生徒に対する支媛体

制iが整ってきていること古河司える。

・傾向分析によって不登校状況の類型化、不登校になると回復が難しい傾向、「潜

在期間Jの存在などを読み取ることができ、今後の不登校施策にも反映しうる。

0進路の状況を見ると、

-前回の調査と比較して、不登校経験者の高校進学率が大幅に増加(85.1%← 65.3%)すると

ともに、高校中退率も大幅に下がっており (14.0"10← 37.9%)、不登校経験に関わらず、勉強

が続けられるようになっている状況を見ることができる。

-さらに、大学・短大・高専への就学している割合も大幅に向上(22.8%← 8.5%)している一

方、就学も就業もしていない割合は減少(18.1%←22.8%)している。

0 また、インタピ、ユー調査では、不登校によって勉強、友人、進路等でのマイナス

があったという意見の一方で、「休んだことで今の自分があるJr成長した・視野が

広がったJr出会いがあったJr人とは違う経験をしたJr人に優しくなったJなど、

不登校の経験を振り返りながら前向きに進んでいる様子も伺えた。

文部科学省では、今後、速やかに「不登校施策に関する調査研究協力者会議(仮称)Jを立ち上

げ、今後の不登校に関する施策を検討していくこととしており、今回の調査及び分析の結果による

得られたデータや、意見等についても十分に生かしてまいりたい。
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圏平成18年度不登校生徒の進学・就学・就期犬況について※()肉は前田誠査

①中判的年生時の高校進学率

今回調査 全国平均

高校進学率 85. 1時(65.3唱) 98.0明

高校中退率 14.0出(37.9目) 1.9出

※高校進学率の全国平均!立、平成19年度学校基本調査、中退率の全国平均は、平成19 

~21 年度問題行動調査による。

② 20歳現在の就学・就業の状況

今回調査 全毘平均

就学している 47.4%(23.5出) 59.0首

就業している 54.1首(63.0出) 44. 7目

(参考)就学・就業の詳細

就学している 就学していない

今回調査 全国 今回調査 全国

就業している 19.6目(9.3目) 16.4'唱 34.5出(53.7日) 28.3見
就業していない 27.8見(14.2活) 42.6唱 18. 1唱(22.8目) 8. 6覧
※全国平均は、 2010年国勢認査による。

③ 20歳現在就学の状況

今回調査 全国平均

高等学校 9.0国(6.5百) 1.3唱
専門学校・各稜学校等 14.9覧(8.0j日)

37. 7目(*16.5%) 58.8首
大学、短大、高等 22.8詰(*8.5出)
※全国平均は、 2010年国勢調査による。*軍国盟葦は、高専を含まず。

④ 20歳現夜の就業の状況

正社員

パート・アルバイト

今回調査

9.3目(22.5国)

32.2唱(30.7時)
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いじめ防止対策推進法(平成25年法律第 71号) (抄)

第5章重大事態への対処

(学校の設置者又はその設置する学校による対処)

第 28条 学校の設置者又はその設t愛する学校は、次に掲げる場合には、その事態(以下

「重大事態j という。)に対処し、及び当該重大事態と伺穏の事態の発生の防止に資す

るため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、質問票

の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調資

を行うものとする。

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じ

た疑いがあると認、めるとき。

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀な

くされている疑いがあると認めるとき。

日付 員1]

(検討)

第 2'I1ミ

2 政府は、いじめにより学校における集団の生活に不安又は緊張を覚えることとなった

ために相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている児童等が適切な支援を受け

つつ学習することができるよう、当該児童等の学習に対する支援の在り方についての検

討を行うものとする。

いじめの防止等のための基本的な方針(抄)

4 愛大率慾への対処

( 1 ) 学校の設鐙者又は学校による調査

i )重大事態の発生と調査

① E重大事ー態の意味について

平成25年 10月 11日

文部科学大臣決定

「いじめによ 6Jとは，各号に規定する児童生徒の状況に至る要因が当

該児童生徒に対して行われるいじめにあることを意味する。

また，第 1号の「生命，心身又は財産に重大な被害jについては，いじ

めを受ける児童生徒の状況に着目して判断する。例えば，

O 児童生徒が自殺を企図した場合

0 身体に重大な傷害を負った場合

0 金品等に重大な被害を被った場合

O 精神性の疾患を発症した場合

などのケースが想定される。

第2号の「相当の期間」については，不登校の定義19を踏まえ，年間

30日を目安とする。ただい児童生徒が一定期間，連続して欠席してい

るような場合には，上記目安にかかわらず，学校の設置者又は学校の判断

により，迅速に調査に着手することが必要である。

また，児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立

てがあったときは，その時点で学校が「いじめの結果ではないjあるいは

「重大事態とはいえないJと考えたとしても，重大事態が発生したものと

して報告・調査等に当たる叩。
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不登校関係通知一覧

ページ 通知名 趣旨

10 「不登校への対応の在り方について」 『出席級いの措置j

(平成 15年5月 16日文科初第 255 -教育支援センター(適応指導教室)や民間施設で

号初等中等教育局長通知) 指導等を受ける場合、一定要件を満たせば校長

25 「高等学校における不登校生徒が学校外 は指導要録上「出席扱いJにできる

の公的機関や民間施設において相談・指 -教育支援センター(適応指導教室)の整備充実

毒事を受けている場合の対応についてJ やそのための指針作り

(平成 21年3月 12 B 2 0文科初第 →「教育支援センター整備指針(試案)J

1346号初等中等教育局長通知) -民間施設(フリースクール)等との連携協力のた

めの情報収集・提供等

→f民間施設についてのガイドライン(試薬)J

30 「不登校児童生徒が自宅において IT等を nT害事活用した場合の取扱い』

活用した学習活動を行った場合の指導要 -自宅において 1T等を活用した学習活動を行

録上の出欠の取扱いについて」 った場合、一定要件を満たせば校長は指導要録

(平成 17年7Fl6日文科初第 437号 上「出席扱い」にできる

初等中等教育局長通知)

35 「学校教育法施行規郊の一部を改正する 『教育課程の弾力化についての措霞』

省令の施行等についてJ -指定を受けた特定の学校!こおいて教育課程の

(平成 17年7月6B文科初第485号 基準によらず特別の教育課程を編成すること

初等中等教育局長通知) ができる※ H26年度小学校 2校、中学校 7

37 「高等学校の全日常IJ課程及び定時制課程 校、高校2校

における不登校生徒に対する通信の方法 同学校設定非営利法人による学校設議事業

を用いた教育による単位認定についてj -高等学校の不登校生徒に対し通信の方法を用

(平成 21年3月31B20文科初第 いた教育により 36単位を上限に単位認定を

8077号) 行うことができる

41 「登校拒否児童生徒が学校外の公的機関 「通学定期乗車苦手制度{いわゆる『学割J)に

等に適所する場合の通学定期乗車券帝IJ度 ついての措霞J(義務教育諸学校}

の適用についてj -指毒事要録上「出席扱しりとなった児室生徒は

(平成5年3月 19日文初中第 30号初 学害IJの適用を受けることができる

等中等教育局長遜知) ※高等学校については前掲H21. 3.12遜

知にて措鐙

43 「登校拒否問題への対応九ついて」 『設校拒否問題への対応について』

(平成4年 9Fl24日文初中第 330号 イ心の居場所Jとしての役割

初等中等教育局長通知) . r適応指導教室」の設置の推進

※「不幸豊校への対応の在り方についてJ -義務教育諸学校の登校拒否児童生徒が学校外

(平成 15年5月 16日文科初第 255号初 の公的機関や民間施設において相談・指導を

等中等教育局長遜知)にて見直し 受けている場合の指導要録上の出欠の取扱

い
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(8 )不登校への対応の夜り方について

平15.5.16 文科初 255 各都道府県・指定都市教育委員会教

育長・各都道府県知事・附長語学校を置く各国立大学長・国立久里浜養護

学校長・独立行政法人国立オジンピック記念青少年総合センター理事長

独立行政法入国立青年の家理事長・独立行政法人国立少年自然の家理事

長あて 文部科学省初等中等教育局長通知

児童生徒の不登校への対応につきましては，関係者において様々な努力がなされている

ところですが，不登校児愛生徒数は過去最多を更新するなど， ~霊感される事態となってお

ります。

文部科学省におきましては，このような状況を踏まえ，平成 14年9月に「不登校問題

に関する調資研究協力者会議Jを発足させ，①不登校問題の実態の分析，②学校における

取組の在り方，③学校と関係機関の連携の在り方，④その他不登校問題に関連する事項に

ついて総合的・専門的な観点から検討を願い，本年3月に「今後の不登校への対応の在り

方についてj の報告を取りまとめていただいたところです。

報告においては，不登校に対応する上で、持つべき基本的な姿勢として，

① 不登校については，特定の子どもに特有の問題があることによって起こることではな

く，どの子どもにも起こりうることとしてとらえ，関係者は，当事者への王理解を深める

必要があること。同時に，不登校という状況が継続すること自体は，本人の進路や社会

的自立のために望ましいことではなく，その対策を検討する重要性について認識をと持つ

必要がある。

② 不受校については，その要因・背景が多様で、あることから，教育上の課題としてのみ

とらえて対応することが困難な場合があるが，一方で，児童生徒に対して教育が果たす

ことができる，あるいは果たすべき役割が大きいことに着目し，学校や教育委員会関係

者等が…層充実した指導や家庭への働きかけ等を行うことにより，不登校に対する取組

の改善を留る必要がある。

という観点から提言がなされているところです。

本通知は，平成4年3月に取りまとめられた有識者による「登校拒否(不登校)問題に

ついてJ報告に関する同年9月 24日付けの文部省初等中等教育局長通知(文初中第 33

0号)を踏まえ，今回新たに取りまとめられた報告に基づき見直しを図り，不登校へ対応

する上での留意点等につきまとめたものです。

文部科学省としては，この報告の趣旨を踏まえ，今後さらに施策の充実に取り組むこと
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としておりますが，食Jfi&におかれましでも，下記により不登校に対する取組の充実に一層

努められるようお願いします。また，都道府県教育委員会にあっては，所管の学校及び域

内の市町村教育委員会に対して，都道府県知事にあっては，所轄の学校に対して，この趣

旨について周知を図るとともに，適切な対応がなされるよう御指導をお願いします。なお，

本通知に関しては，その内容について，内閣府，警察庁，法務省及び厚生労働省と協議済

であり，また，これらの府省庁に対し，それぞれの関係機関等に本通知の内容の周知方を

依頼済であることを申し添えます。

戸
い

ユ一E一同

1.不登校に対する基本的な考え方

① 将来の社会的自立に向けた支援の視点

不登校の解決の目標は，児童生徒の将来的な社会的自立に向けて支援することであ

ること。したがって，不登校を「心の問題Jとしてのみとらえるのではなく， r進路

の問題Jとしてとらえ，本人の進路形成に資するような指導・相談や学習支援・情報

提供等の対応をする必要があること。

② 連携ネットワークによる支援

学校，家庭，地域が連携協力し，不登校の児童生徒がどのような状態にあり，どの

ような支援を必要としているのか正しく見極め(rアセスメントJ) を行い，適切な機

関による支援と多様な学習の機会を児童室生徒に提供することが重要で=あること。その

際には，公的機関のみならず，民間施設やNPO等と綴梅的に連携し，キ目:互に協力・

補完し合うことの意義が大きいこと。

③ 将来の社会的自立のための学校教育の意義・役割

義務教育段階の学校は，自ら学び自ら考える力なども含めた「磁かな学力Jや基本

的な生活習慣，規範意識，集団における社会性等，社会の構成員として必要な資質や

能力等をそれぞれの発達段階に応じて育成する機能と寅務を有しており，関係者はす

べての児童生徒が学校に楽しく通うことができるよう，学校教育の…扇の充実のため

の取組を展開していくことがまずもってE重要であること。

④働きかけることや関わりを持つことの重要性

児童生徒の立ち直る力を信じることは重要であるが，児童生徒の状況を理解しよう

とすることもなく，あるいは必要としている支援を行おうとすることもなく，ただ待

つだけでは，状況の改善にならないという認識が必要であること。

⑤保護者の役割と家庭への支援

保護者を支援し，不登校となった子どもへの対応に関してその保護者が役割を適切

に果たせるよう，時機を失することなく児童生徒木人のみならず家庭への適切な働き

かけや支援を行うなど，学校と家庭，関係機関の連携を図ることが不可欠であること。
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2.学校における取組の充実

( 1 )児童生徒が不登校とならない，魅力あるよりよい学校づくりのための一般的取組

① 新学習指導要領のねらいの実現

新学習指導要領の下，意Ij意工夫に満ちた教育課程を編成し，各教科，道徳，特別

活動はもとより，新設された f総合的な学習の時間Jも有効に活用し，自己理解を

深め，自己選択能力の育成を目指すとともに，社会性の育成や人間関係づくりを目

指した様々な取組を一層積棟約に展開することが望まれること。

② 開かれた学校づくり

教育活動の実施に当たっては，地域の様々な場で活動を展開するとともに，指導

者についても外部の多様な人材の協力を得るなど，地域社会の教育力を積極的に生

かし，学校と社会とのつながりを強め，関かれた学校づくりを推進すること。

③ きめ細かい教科指導の実施

児窓生徒への指導に当たっては，…人一人の個性が呉なることを常に意識し，具

体的な指導の方法や進度につき，児童生徒の側に立った配慮、が必要であること。

③ 学ぶ意欲を育む指導の充実

児童生徒が学ぶ意欲を持って主体的に学校に通うことができるよう，発達段階に

応じて自らの生き方や将来に対する夢や間的意識について考えるきっかけを与える

ことのできる指導を行うことがE重要であること。

⑤ 安心して通うことができる学校の実現

いじめや暴力行為を許さない学級づくり，問題行動への毅然とした対応が大切で

あること。また，教員による体罰等の人権侵害行為等があってはならないこと。

⑥ 児窓生徒の発達段階に応じたきめ綿かい配慮、

各学校穏と児童量生徒の発達段階に応じた配慮を行うことが重要であること。また，

小・中学校関の接続の改善を図る観点から，小・中連携を一騎推進する等の配慮、が

重要であること。

(2) きめ細かく柔軟な個別・具体的な取組

① 校内の指導体制及び教職員等の役者i

ア 学校全体の指導体制の充実

校長の強いリーダーシップの下，教頭，学級掠任，生徒指導主事，教務主任，

学年主任，養護教諭，スクーノレカウンセラー，相談員等がそれぞれの役割につい

て相互理解した上で日頃から連携を密にし，一致協力して対応にあたること。

イ コーディネーター的な不登校対応担当の役害IJの明確化

不登校児章生徒に対する適切な対応のために，各学校において中心的かつコー

ディネーター的な役割を果たす教員を明確に位震付けることが必要であること。
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ウ 教員の資質向上

児童生徒の教育指導については，教員がその中心的な存在であり，教職員，特

lこ学級担任は，自らの影響力を常に自覚し，指導に当たる必要があること。

また，各教員が児童生徒に対する共感的理解の基本姿勢を持つことが重要であ

ること。

さらに，初期での判断を誤まらないよう，関連する他分野についての基礎的な

知識，例えば，精神医学の基礎知識や，学習障害 (LD)，注意欠陥/多動性障害

(ADHD)等に関する知識，児童虐待の早期発見や「ひきこもり Jに関する知識

も身につけておくことが望ましいこと。

エ養護教諭の役割

養護教諭が行う情緒の安定を図る等の対応や予妨のための健康棺談活動の果た

す役割は大きいこと。また，養護教諭と不登校に対応する校内の組織が情報を共

有化することが望ましいこと。

オ スクーノレカウンセラ一等との連携協力

スクーノレカウンセラーには， r学校におけるカウンセラーJという性格上，学

校の組織・機能，校風等についてよく承知した上で，独自の資質や対応が求めら

れること。スクーノレカウンセラーと教職員が円滑に連燐協力していくために，研

修等を通じて，スクーノレカウンセラーと教職員それぞれの耶協内容等の理解を深

める必要があること。

② 情報共有のための個別指導記録の作成

校内・関係者間で情報を共有し，共通理解の下で指導・対応に当たる体制を確

立することが重要であること。そのために，個人情報の取扱いに十分配慮しつつ，

保護者や関係機関との連携，学年間やノj、・中学校関，転校先等とのi51継ぎ，教育

委員会への連絡等において活用することができる不登校児童生徒の他別の指導記

録づくりを行うことが有効であること。

③ 家庭への訪筒等を通じた児童生徒や家庭への適切な働きかけ

不登校児童生徒が学校外の施設に通う場合や家庭にいる場合であっても，学校

は当該児童生徒が自らの学級・学校の夜籍児Z量生徒であることを自覚し，関わり

を持ち続けるよう努めるべきであること。学級担任等の教職員が児童生徒の状況

に応じて家庭への訪問を行うこと等を通じて，その生活や学習の状況を把握し，

児童生徒本人やその保護者が必要としている支援をすることは大切であること。

④ 不登校児童生徒の学習状況の把握と学習の評価の工夫

不登校児2量生徒が適応指導教室や民間施設等の学校外の施設において指導を受

けている場合には，当該児童生徒が在籍する学校がその学習の状況等について抱

援することは，学習支援や進路指導を行う上で重要であること。学校が把握した

当該学習の計画や内容がその学校の教育課程に照らし適切と判断される場合に

は，当該学習の評価を適切に行い指導要録に記入したり，また，評価の結果を通
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知表その他の方法により，児童生徒や保護者，当該施設に積梅的に伝えたりする

ことは，児童生徒の学習意欲に応え，自立を支援する上で意義が大きいこと。

なお，評価の指導要録への記載については，必ずしもすべての教科・観点につ

いて観点目IJ学習状況及び評定を記載することが求められるのではないが，児霊童生

徒の学習状況を文章記述するなど，次年度以降の児童生徒の指導の改善に生かす

という観点に立った適切な記載に努めることが求められるものであること。

⑤ 児童生徒の再登校に当たっての受入体制

不塗校児童生徒が再登校をしてきた場合には，温かい雰囲気の下に自然な形で

迎え入れられるよう配慮するとともに，徐々に学校生活への適応を図っていける

ような指導上の工夫を行うことがE重要であること。

その様には，保健室や相談室等の教室以外の学校の居場所を積梅的に活用する

ことが考えられること。

⑥ 児童生徒の立場に立った柔軟な学級替えや転校等の措霞

いじめが原因で不登校となっている場合等には，いじめを絶対に許さない毅然

とした対応をとることがまずもって大切であること。また，いじめられている児

窓生徒に対する緊急避難としての欠席が弾力的に認められでもよいことはもとよ

り，そのような場合には，その後の学習に支障がないよう配慮が求められること。

そのほか，いじめられた側の生徒に対して柔軟に学級替えや転校の措置を活用す

ることが考えられること。

また，教員による体罰や暴言等，不適切な言動や指導が不登校の原因となって

いる場合は，不適切な言動や指導をめぐる問題の解決に真剣に取り組むとともに，

保護者等の意向を踏まえつつ，十分な教育的配慮を持ったよで学級替えや転校を

柔軟に認めていくことが望まれること。

保護者等から学習の遅れに対する不安により，進級H寺の補充指導や原級留置に

関する要望がある場合には，児童生徒の進路選択へ資するよう補充指導:等の実施

に関して柔軟に対応するとともに，校長の寅任において原級留震の措置をとるな

ど，適切な対応をとることも考えられること。また，こうした措震が考えられる

際には，予め保護者等の意向を聴いて参考とするなどの配慮が望まれること。

3 .教育委員会の取級の充実

各都道府県及び市町村教育委員会は，自ら不登校に対する認識を深めるとともに，

それぞれの立場から積極的に施策を展開し，各学校における取組が効果的に行われる

よう支援する必要があること。

( 1 )不主主校や長期欠席の早期の把握と対応

各市町村教育委員会においては，不登校や長期欠席は，義務教育制度に関わる重
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大な課題であることを認識し，学校等の不主主校への対応に関する意識を高めるとと

もに，学校が家庭や関係機関等と効果的に連携を図り，課題の早期の解決を図るた

めの体制の確立を促すことがE重要であることロ

(2)学校等の取組を支援するための教育条件等の整備

①教員の資質向上

教育委員会における教員の採用・研修を通じた資質向上のための取組が今後一

層充実されることが期待されること。

教員採用については，熱意があり人間性豊かな人材が確保されるよう，採用選

考方法の工夫改善に引き続き努めていく必要があること。

また，初任者研修をはじめとする教職経験に応じた研修，生徒指導・教育相談

といった専門的な研修，管理職や生徒指導主事を対象とする研修などの体系化と

プログラムの一層の充実を図ること。

②きめ細かな指導のための適切な人的措置

不主主校を未然に紡ぐ魅力ある学校づくり， r心の居場所」としての学校づくり

を進めるためには，少人数授業やティームティーチング，習熟度別指導などのき

め細かな指導が可能となるよう，適切な教員配置を行うことが必要であること。

また，小・中学校さらには高等学校の閑の連携を推進するため，異校種聞の人

事交流や兼務などを進めていくことが期待されること。

不登校児童生徒が多く在籍する学校については，教員の加配等，効果的かっ計

画的な人的配震に努める必要があること。そのためにも日頃より各学校の実情を

把握し，また加配等の措置をした後も，この措霞が効果的に活用されているか等

の検証を十分に行うこと。

さらに，教員による体罰や暴言等，不適切な言動や指導が不登校の原因となっ

ている場合は，人的措鐙を含め，厳正な対応をとることが必要であること。

③保健室や祁談室等の整備

養護教諭の果たす役割や「保健室登校j・「相談室登校」の意義に鑑み，養護教

諭の複数配置や研修機会の充実，保健室等の環境整備，情報通信機器の整備等が

望まれること。

( 3 )学校における指導等への支援

①モデ、/レ的な個別指導記録の作成

各市町村教育委員会においては，各学校で活用できるよう個別指導記録のモデ

ノレ案を作成することが求められること。また，当該個別指導記録が効果的に活用

されるよう適切な指導が望まれること。

②転校のための柔軟な措置

いじめや教員による不適切な言動や指導等が不登校の原因となっている場合等

15 



には，市町村教育委員会においては，保護者等の意向を踏まえつつ，学校と連携

した適切な教育的配慮の下に，就学すべき学校の指定の変更や区域外就学を認め

る措置を講じることが望まれること。また，他の児主主生徒を不登校に至らせるよ

うな深刻ないじめや暴力行為があった場合は，必要に応じて出席停止措置を的確

に講ずる必要があること。

(4)適切な対応の見極め (1アセスメントJ)及びそのための支援体制づくり

不登校の要因・背景の多様化へ対応するため，各学校が，児蜜生徒の初期段階の

アセスメントに当たり，専門知識をもっ外部の者等の協力を得られる地域の体制そ

構築する必要があること。

( 5)中学校卒業後の課題への対応

①高等学校入学者選抜等の改善

高等学校入学者選抜について多様化が進む中，高等学校で学ぶ意欲や能力を有

する不登校生徒について，これを適切に評価することが望まれること。

また，国の実施する中学校卒業程度認定試験の活用について，不登校生徒や保

護者に対して適切な情報提供を行うことが望まれること。

②高等学校における長期欠席・中途退学への取組の充実

各地域の実情に応じて，中高一翼教育の推進や，総合学科や単位制高等学校等

の特色ある高等学校づくり等も含め，多様な取組や工夫が行われることが期待さ

れること。

③中学校卒業後の就学・就労やひきこもり傾向のある青少年への支援

中学校時に不笠校であり高等学校へ進学しなかった者，又は高等学校へ進学し

たものの中途退学をした者等，中学校卒業後に進学も就労もしていない者等に対

して，多様な進学や職業訓練等の機会等について支援するために，関係、行政機関

等が連携した地域のサポートネットワークを整備することが期待されること。

( 6)学校外の公的機関等の整備充実及び活用

①教育支援センター(いわゆる適応指導教室。以下問じ。)の整備充実やそのため

の指針づくり

いわゆる適応指導教室については，その役割や機能に照らし，より適切な呼び

方を望む声があったことから，国として標準的な呼称を用いる場合は，不主主校児

童生徒に対する「教育支援センタ-Jという名称を適宜併用することとした。な

お，各地域においては既に様々な親しみやすい名称を付している実態があり，そ

うした工夫は今後ともあってよいこと。

各都道府県教育委員会においては，教育支援センターの更なる整備充実のため

に，域内の市町村教育委員会と緊密な連携を図りつつ，米整備地域を解消して不
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登校児童生徒や保護者が利用しやすい環境づくりを進め，別添 lの「教育支援セ

ンター整備指針(試案)Jを参考に，地域の実情に応じた指針を作成し，必要な

施策を講じていくことが求められること。市町村教育委員会は，主体的に教育支

援センターの整備充実を進めていくことが必婆であること。もとより，市町村教

育委員会においても， r教育支援センター整備指針」を策定することも考えられ

ること。

また，指導体制をめぐっては指導員の量的不足や専門性の不足等についての課

題が指摘されているところであり，常勤職員の配置やカウンセラ一等の専門家等

の配置，指導員の研修の充実等が望まれること。

②教育センターや教育研究所等における教育相談機能の充実

各教育委員会は，所管する教育センターや教育研究所等における教育相談機能

を活用し，保護者や不登校児童生徒をはじめ，学校，教育支援センター等が身近

に助言・援助を得られる体制の整備を図り，域内の不登校に関する連携ネットワ

ークの機能の充実を腐ることが望ましいことロ

③社会教育施設の体験活動プログラムの積極的な活用

社会教管施設では，都市部の教育支援センターや小規模な教育支援センターで

は提供しにくい野外体験活動プログラム等が実施されている場合が多いため，こ

れらの体験活動プログラム等を実施する社会教育施設との積極的な連携が妥まれ

ること。

( 7)訪問型支援など保護者への支援の充実

各都道府県及び市町村教育委員会においては，保護者全般に対する不笠校への理

解を深めるための務発を行うことや，不登校のみならず子育てについての保護者に

対する支援を充実することが求められること。

なお，ひきこもりがちな不登校児童生徒やその保護者に対しては，必要な配慮、の

下，訪問型の支援を積極的に推進することが期待されること。さらに人間関係づく

りや学校復帰等の次のステップにつながるように，十分に配慮しつつ，相談等のき

っかけとして IT等を活用することも考えられること。

また，保護者自身が悩みを抱えている場合等もあることから，積極的に保護者へ

情報提供を行うことや保護者のネットワークとの連携等による支援の充実が必要で

あること。

(8 )官民の連携ネットワーク整備の推進

¢他部局との連携協力のための連絡調整(コーディネー卜)

各教育委員会においては，学校と関係機関との連携協力を推進するため，積極

的に保健・福祉・医療・労働分野の部局等との調整役(コーディネータ-)とし

ての役割を果たす必要があること。
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②関係機関のネットワークづくりと不登校対策の中核的機能の整備充実

各教育委員会においては，不登校へ対応するための学校，教育支援センター，

児童相談所，警察，病院，ハローワーク等の関係機関や民間施設， NPO等のネッ

トワークづくりや，その中核的な機能の整備充実に努める必要があること。

、③民間施設等との連携協力のための情報収集・提供等

不笠校児童量生徒への支援については，民間施設やNPO等においても様々な取

組がなされており，学校，教育支援センタ一等の公的機関は，民間施設等の取組

の自主性や成果を踏まえつつ，より積極的な連携を闘っていくことが望ましいこ

と。そのために，各教育委員会においては， 日頃から積極的に情報交換や連携に

努めること。

公的機関と民間施設等との連携を進めていく観点から，平成4年 9月の初等中

等教育局長通知(文初中第 330号)の別記「民間施設についてのガイドライン

(試案)Jを改訂したこと(別添 2)。

なお，義務教育諸学校の不登校児童生徒が学校外の公的機関や民間総設におい

て相談・指導を受けている場合の指導要録上の出欠の取扱いについては，別記に

よるものとすること。
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(別記)

不登校児童生徒が学校外の公約機関や民間施設において相談・指導を受けている

場合の指導要録上の出欠の取扱いについて

1 趣旨

不登校児童生徒の中には，学校外の施設において相談・指導を受け，学校復帰への懸

命の努力を続けている者もおり，このような児童生徒の努力を学校として評価し支援す

るため，我が国の義務教育制度を前提としつつ，一定の要件を満たす場合に，これら施

設において相談・指導を受けた日数を指導要録上出席扱いとすることができることとす

る。

2 出席扱いの要件

不登校児童生徒が学校外の施設において相談・指導を受けるとき，下記の要件を満た

すとともに，当該施設への通所又は入所が学校への復帰を前提とし，かっ，不登校児童

生徒の自立を助けるうえで有効・適切であると判断される場合に，校長は指導要録上出

席扱いとすることができる。

( 1 )保護者と学校との聞に十分な連携・協力関係が保たれていること。

( 2) 当該施設は，教育委員会等が設置する適応指導教室等の公的機関とするが，公的機

関での指導の機会が得られないあるいは公的機関に通うことが困難な場合で本人や保

護者の希望もあり適切と判断される場合は，民間の相談・指導施設も考慮されてよい

こと。

ただし，民間施設における棺談・指導が個々の児童生徒にとって適切であるかどう

かについては，校長が，設置者である教育委員会と十分な連携をとって判断するもの

とすること。このため，学校及び教育委員会においては， r民間施設についてのガイド

ライン(試案)J (別添 2) を参考として，上記判断を行う際の何らかの目安を設けて

おくことが望ましいこと。

( 3 )当該施設に通所又は入所して相談・指導を受ける場合を前提とすること。

3 指導要録の様式等について

上記の取扱いの際の指導要録の様式等については，平成 13年 4月 27日付け文科初

第 193号「小学校児童指導要録，中学校生徒指導要録，高等学校生徒指導要録，中等

教育学校生徒指導要録並びに盲学校，塁塁学校及び養護学校の小学部児童指導要録，中学

部生徒指導要録及び高等部生徒指導要録の改善幸等についてJのとおりとする。
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(jjrJ添 1)

教育支援センター(適応指導教室)整備指針(試案)

1 趣旨

O 教育委員会は，教育支援センター(以下，センターという。)の整備に当たって，

この指針の定めるところに留意し不登校児童生徒に対する適切な支援を行わ

なければならない。

2 設置の目的

O センターは，不登校児童生徒の集団生活への適応，情緒の安定，基礎学力

の補充，基本的生活習慣の改善等のための相談・適応指導(学習指導を含む。

以下回じ。)を行うことにより，その学校復帰を支援し，もって不登校児童生徒の

社会的自立に資することを基本とする。

3 自己評価・情報の積極的な提供等

0 センターは，その目的を実現するため，その相談・適応指導，その他のセンタ

ーの運営状況について改善・充実を図るとともに，自ら点検及び評価を行い，そ

の結果を公表するよう努めるものとする。

0 センターは，その相談・適応指導，その他のセンターの運営の状況について，

保護者等に対して積栂的に情報を提供するものとする。

4 対象者

O 入室や退室等に関する方針や基準が明らかにされていること。

0 不登校児童生徒の入退室等の決定については，その態様等を踏まえ，センタ

ーにおける指導の効果が逮せられるよう児愛生徒の実情等の的確な見極め(ア

セスメント)に努めるものとする。その際には，当該児愛生徒が在籍する学校関

係者はもとより，専門家を含めて検討を行うことが望ましい。

0 必要に応じて，中学校を卒業した者についても進路等に関して主として教育相

談等による支援を行うことが望ましい。

5 指導肉容圃方法

0 児童生徒の立場に立ち，人命や人格を尊重した人間味のある温かい相談・適

応指導を行う。

O 相談に関しては，共感的な理解に立ちつつ，児童生徒の自立を支援する立場

から実施する。

O 各教科等の学習指導に関しては，在籍校とも連絡をとり，センター及び児童生

徒の実情に応じて実施する。

0 指導内容は，児童生徒の実態に応じて適切に定め，個別指導と併せて，セン

ター及び児童生徒の実情に応じて集団指導を実施するものとする。その際，児

童生徒の実情に応じて体験活動を取り入れるものとする。

0 家庭訪問による相談・適応指導は，センター，地域，児童生徒の実情に応じて

適切に実施することが望ましい。通室困難な児童生徒については，学校や他機

関との遼携の下，適切な配慮を行うことが望ましい。
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0 センターは，不登校児童生徒の保護者に対して，不登校の態様に応じた適切

な助言・援劾を行うものとする。

6 指導体制

O センターには，相談・適応指導などに従事する指導員を置くものとする。

0 指導員は，通所の児童生徒の実定員10人に対して少なくとも2人程度置くこ

とが望ましい。

O 指導員は，相談・適応指導，学習指導等に必要な知識及び経験又は技能を

有し，かっその職務を行うに必要な熱意と識見を有するものをあてるものとす

る。

0 教育委員会は，指導員の資質向よのため適切な研修の機会を確保するよう

努めることとする。

O カウンセラーなどの専門家を常勤又は非常勤で配置し.児室生徒の指導方針

等につき，協力を得ることが望ましい。

0 その他，年齢，機種等，多様な人材の協力を得ることが望ましい。その際，協

カを得る人材の実情に応じ，適切な研修を行い，又!ま指導体制等を整えること

が望ましい。

7 施設・設備等

O 施設・設備は，相談・適応指導を適切に行うために，保健衛生上，安全上及び

管理上適切なものとする。

0 センターは，集団で活動するための部屋，相談室，職員室などを備えることが

望ましい。

O センターは，運動場を備えるなどスポーツ活動や体験活動の実施に関する配

廃がなされていることが望ましい。適切な施設を有しない場合は，積極的に他の

センター等と連携することが望ましい。

0 センターでの個別学習や，家庭との連絡のため，必要なl情報通信機器・ネット

ワークが整備されていることが望ましい。

0 センターには，相談・適応指導を行うため，児童生徒数に応L保健衛生上及

び安全上必要な教具(教科用図警守学習ソフト，心理検査用呉等)を備えるもの

とする。また，これらの教具は，常に改善し，補充するよう努めなければならな

8 学校との連携

O 指導員等は，不登校児童生徒の態様に応じ，その支援のため，在籍校との緊

密な連携を行うものとする(定期的な連絡協議会，支援の進め方に関するコーデ

イネート等の専門的な指導等)。

0 指導員等は，不登校児童生徒の学校復帰後においても，必要に応じて在籍

校との連携を図り，継続的に支援を行うことが望ましい。

0 指導員等は，児童生徒の実情等の的確な見極め(アセスメント)にそった児童

生徒の個々の回復状況を犯握し，守秘義務に配慮したよで，本人，保護者の意

向を確かめて在籍校に学習成果等を連絡するものとする。
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0 指導員等は，不登校に関し学校に対する専門的な指導・助言・啓発を行う。

9 他機関・民間施設'NPO法人等との連携

0 センターは，教育センターや社会教育施設などの教育機関や児童相談所，警

察，病院，ハローワーク等の関係機関との連携を適切に図り，不受校に関する

地域ぐるみのサポートネットワークづくりに努めるものとする。

0 センターは，不登校関係の民間施設.NPO法人等との連携・協力を適切に図

ることが望ましい。

O 民間施設との連携については国が示している「民間施設についてのガイドライ

ン(試案)J等!こ留意するものとする。

10教育委員会の寅務

0 教膏委員会は，前各項の趣旨が遼せられるよう，教育委員会規則の制定や

指導体制の充実等，センターの整備に関し必要な方策を講じなければならな

い。

0 教育委員会は管轄地域以外のセンターの連携E協力関係が，適切に図ること

ができるよう配慮しなくてはならない。
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(別添2)

民間施設についてのガイドライン(試案)

このガイドラインは，個々の民間施設についてその適否を評価するという趣旨の

ものではなく，不登校児童生徒が民間施設において相談・指導安受ける際に，保護

者や学校，教育委員会として留意すべき点を目安として示したものである。

民間施設はその性格，規模，活動内容等が様々であり，民間施設を判断する際の

指針をすべて一律的に示すことは図難である。したがって，実際の運用に当たって

は，このガイドラインに掲げた事項を参考としながら，地域の実態等に応じ，各施

設における活動在総合的に判断することが大切である。

1 実施主体について

法人，個人は問わないが，実施者が不登校児童生徒に対する相談・指導等に関

し深い理解と知識又は経験を有し，かっ社会的信望を有していること。

2 事業運営の在り方と透明性の確保について

① 不登校児窓生徒の不適応・問題行動に対する相談・指導を行うことを主たる

目的としていること。

② 著しく営利本位でなく，入会金，授業料(月額・年額等) ，入寮費(月額・

年額等)等が明確にされ，保護者等に情報提供がなされていること。

3 相談・指導の在り方について

① 児窓生徒の人命や人格を尊震した人間味のある視かい相談や指導が行われて

し、ること。

② 情緒的混乱，情緒障寮及び非行等の態様の不登校など，相談・指導の対象と

なる者が当該施設の相談・指導体制に応じて明確にされていること。また，受

入れに当たっては面接を行うなどして，当該児Z量生徒のタイプや状況の把握が

適切に行われていること。

③ 指導内容・方法，相談手法及び相談・指導の体制があらかじめ明示されてお

り，かっ現に児叢生徒のタイプや状況に応じた適切な内容の相談や指導が行わ

れていること。また，我が国の義務教育制度を前提としたものであること。

④ 児童生徒の学習支援や進路の状況等につき，保護者等に情報提供がなされて
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いること。

⑤ 体罰などの不適切な指導や人権侵害行為が行われていないこと。

4 相談・指導スタッフについて

① 相談・指導スタッフは児童生徒の教育に深い理解を有するとともに，不適応・

問題行動の問題について知識・経験をもち，その指導に熱意を有していること。

② 専門的なカウンセリング等の方法を行うにあっては，心理学や精神医学等，

それを行うにふさわしい専門的知識と経験を備えた指導スタッフが指導にあた

っていること。

③ 宿泊による指導を行う施設にあっては，生活指導にあたる者を含め，当該施

設の活動を行うにふさわしい資質を具えたスタッフが配霞されていること。

5 施設，設備について

① 各施設にあっては，学習，心理療法，面接等種々の活動を行うために必要な

施設，設備を有していること。

② 特に，宿泊による指導を行う施設にあっては，宿舎をはじめ児窓生徒が安全

で健康的な生活を営むために必要な施設，設備を有していること。

6 学校，教育委員会と施設との関係について

児童生徒のプライパシーにも配慮の上，学校と施設が相互に不登校児童生徒や

その家庭を支援するために必要な情報等を交換するなど，学校との聞に十分な連

携・協力関係が保たれていること。

7 家庭との関係について

① 施設での指導経過を保護者に定期的に連絡するなど，家庭との聞に十分な連

携・協力関係が保たれていること。

② 特に， 1首泊による指導を行う施設にあっては，たとえ当該施設の指導方針

いかなるものであっても，保護者の側に対し面会や退所の自由が確保されてい

ること。
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各都道府県教育委員会教育長

各指定都市教育委員会教育長

各都道府県知事

F付属学校を置く各国立大学法入学長

殿

文部科学省初等中等教育局長

20文科初第1346号

平成21年3月 12日

金森越

{印ID向制}

i均等学校における不主主校生徒が学校外の公的機関や民間施設

において相談・指導を受けている場合の対応について(通知)

不登校児童生徒への対応にき当たっては、平成 15年5月16日付け文科初第255号f不

登校への対応の在り方についてjを始めとする一巡の通知等を踏まえ、関係者において、

これまでにも様々な努力がなされているところですが、?品等学校(中等教育学校の後Wf器具

稜を含む。以下同じ。)における不主主校生徒については、近年、減少傾向にあるものの、

相当数に上るなど、依然として教育上の課題となっております。

高等学校における不主主校l立、中途退学に至るケースも多く、また、いわゆるニート、引

きこもりといった社会的問題との関連性も指摘されていることなどから、不受校生徒への

支援に当たっては、児童生徒など若者の将来的な社会的自立に向けて支援するという視点

に立つことが箆婆です。

また、不主主校の要因・背強:1土様々であることから、学校における指導体制を充実するこ

とはもとより、学校や教育委員会l土、家庭や学校外の関係機関等と税徳的な連携を図るな

ど、関係機関等と日頃から情報交換等のできる連携f本市tlを築いておくよう努めることが箆

要です。
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今般取りまとめた、平成19年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する

調査J総長主においては、高等学校における不登校生徒についても、教育支援センター(適

応指導教室)や民間団体・施設等の学校外の機関において相談・指導を受けている現状に

あることから、学校や教育委員会は、家庭や関係機関等とより一層緊密な連携を図るとと

もに、学校復帰による高等学校卒業などの不主主校生徒の社会的自立に向付て支緩する必喜警

があります。

また、不登校生徒が学校外の機関において相談・指導を受けている場合には、当該生徒

が在籍する高等学校は、当該機関や家庭等と連携を図り、その学習の状況等について把握

することが、学習支援や進路把握を行う上で重要です。

このたび、このような観点を踏まえ、生徒が学校外の機関で相談、指導を受ける意欲を

引き出し、生徒の努力を学校として評価するため、不受校生徒が学校外の公的機関や民間

施設において相談・指導を受けている場合の指導要録上の出欠の取扱いについて、別紙 1

により義務教育諸学校と問機に取り扱うことといたしましたので、適切に対応されるよう

お願いします。

その際、指導要録上の出席扱いとなった不登校生徒を対象に、当該生徒の学校外施設へ

の適所に要する交通費の負担の軽減捻援に隠し、関係の交通事業者の理解と協力の下に、

別紙2のとおり、通学定期衆車券制度の適用をお願いしているところです。

なお、都道府県・指定都市教育委員会にあっては所管の学校及び域内の市区町村教育委

員会等に対して、都道府県知事にあっては所絡の私立学校に対して、この趣旨について周

知を図るとともに、適切な対応がなされるよう御指導を才占領いします。
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(別紙1) 

E高等学校における不登校生徒が学校外の公的機関や民間施設において相談・指

導を受けている場合の指導要録上の出欠の取扱いについて

1 趣旨

高等学校における不登校生徒の中には、学校外の施設において相談・指導を受けて

いる者もおり、このような生徒の努力を学校として評価し、学校復帰による高等学校

卒業などの将来的な社会的自立に向けて支援するため、我が留の言語等学校教育制度を

前提としつつ、一定の要件を満たす場合に、これら施設において相談・指導を受けた

日数を指導要録上出席扱いとすることができることとする。

〔 2 出席扱いの婆件

不登校生徒が学校外の施設において紹談・指導を受けるとき、下記の要件を満たす

とともに、当該施設への適所又は入所が、不笠校生徒の将来的な社会的自立を助ける

上で有効・適切であると判断される場合に、当該生徒の在籍校の校長(以下「校長j

という。)は指導要録上出席扱いとすることができる。

( 1 )保護者と学校との間に十分な連携・協カ関係が保たれていること。

(2) 当該施設は、教育委員会等が設援する適応指導教室等の公的機関とするが、公的

機関での指導の機会が得られないあるいは公的機関に遇うことが図織な場合で本人

や保談者の希望もあり適切と判断される場合l士、民間の相談・指導施設も考慮され

てよいこと。

ただし、民間施設における相談・指導が個々の生徒にとって適切であるかどうか

くj については、校長が、設置者である教育委員会と十分な巡燐をとって判断するもの

とすること。このため、学校及び教育委員会においては、「民間施設についてのガイ

ドライン(試案)J (別添)を参考として、上記判断を行う際の何らかの目安を設け

ておくことが望ましいこと。

(3 )当該施設に適所又は入所して相談・指導を受ける場合を前提とすること。

3 指導要録の様式等について

上記の取扱いの際の指導主要録の様式等については、平成 13年4月27日付け文科

初第193号「小学校児童I指導斐録、中学校生徒指導姿録、高等学校生徒指導要録、

中等教育学校生徒指導要録並びに盲学校、~学校及び養護学校の小学部児鐙指導要録、

中学部生徒指導要録及び高等部生徒指導要録の改善等についてJの別紙第3、別紙第
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r戸、

4-③及び別紙第4ー⑥の f指導に関する記録j中 i5 出欠の記録j (別紙第4ー③

にあっては i7 出欠の記録j)の i(6)出席回数」のなお苦手きに統き、次のとおり

加える。

fまた、不主主校の生徒が適応指導教室等学校外の施設において相談・指導を受け、

そのことが当該生徒の将・来的な社会的自立を助ける上で適切であると校長が認める場

合には、出席扱いとすることができる。この場合には、出席日数の内数として出席扱

いとした日数及び生徒が通所又は入所した学校外の施設名を記入する。j

なお、この指導要録上の出席扱いは、科目の媛修の認定に当たって考慮される授業

への出席とは兵なるものであり、科自の綾修の認定に当たっては、在籍校における履

修婆件に照らして適切に行うよう留意すること。
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(別紙2)

高等学校における不登校生徒が学校外の公的機関等に通訴する場合の通学定期衆

定券制度の適用について

1 内容

高等学校の不登校生徒が、相談・指導を行う学校外の公的機関や民間施設に適所す

るため鉄道又は策合パスに乗車する場合、鉄道については実習用通学定期乗車券制度

による通学定期乗車券が、乗合パスについては通学定期乗車券が、関係の交返事業者

の理解と協力の下に適沼される。

2 対象となる生徒

(¥ 学校外の公的機関や民間施設において相談・指蒋を受けている高等学校の不登校生

(---¥ 

徒で、当該生徒の在籍校の校長(以下「校長Jという。)が、当該相談・指導を受け

た日数を指導要録上の出席扱いとすることができることとした者とする。

3 通学定期乗車券の購入申諸手続等

(1)鉄道については、校長が、各鉄道事:業者の定めるところに基づき、実習用通学定期

衆車券制度による通学定期乗車券の購入に必要な申結審の提出等必要な手続を行う

こと。

(2)乗合パスについては、校長が、各パス事業者の定めるところに基づき、通学定期乗

車券の購入に必要な申請容の提出等必要な手続を行うこと。

(3)各事業者における通学定期乗率券発売の開始時期や具体的な手続については、校長

が、事前に対象となる生徒に対し必要な情報提供等を行うなど、円滑な事務処理に努

めること。なお、 JR各社の手続等については、別途連絡する。 JR以外の各事業者

については、校長から問い合わせること。

(4)通学定期衆ー車券の購入申請手続に当たっては、校長は設霞者である教育委員会と十

分な連携を図り、関係交通事業者に対し当該施設等に関する情報提供を行うなど、適

切かっ円滑な適用に努めること。
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(10)不登校児章生徒が自宅において IT等を活用した学習活動を行った場合

の指導要録上の出欠の取扱い等について

平 17.7.617文科初第437号各都道

府県教育委員会教育長、各指定都市教育委員会教

脊長、各都道府県知事、付属学校を渡く各国立大

学法入学長あて 文部科学省初等中等教育局長

通知

児童室生徒の不登校への対応につきましでは，関係者において様々な努力がなさ

れているところですが，このたび，家庭にひきこもりがちな不登校児童生徒の学

校復帰や社会的自立に向けた進路選択を支援するため，当該児童室生徒が自宅にお

いて 1T等を活用した学習活動を行った場合の指導要録上の出欠の取扱い等に

ついては，下記によることとしましたので，適切に対応されるようお願いします。

また，都道府県教育委員会にあっては，所管の学校及び域内の市町村教育委員

会に対し，指定都市教育委員会にあっては，所管の学校に対し，都道府県知事に

あっては，所轄の学校及び学校法人等に対し，このことを十分周知されるようお

願いします。

なお，本通知は，構造改本特別区域基本方針に基づく特例・措置において認定さ

れたものを全国的に実施できることとしたものであり，平成 15年 8月 29臼付

け 15文科総第 128号「構造改革特別区域基本方針に基づく特例措霞につい

てJの記 2については，今後，本通知によることとします。
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記

1 趣旨

不登校の児童生徒の中には，学校への復帰を望んでいるにもかかわらず，家

庭にひきこもりがちであるため，十分な支援が行き届いているとは言えなかっ

たり，不設校であることによる学習の遅れなどが，学校への復帰や中学校卒業

後の進路選択の妨げになっている場合がある。このような児童生徒を支援する

ため，我が国の義務教育制度を前提としつつ，一定の要件を満たした上で，自

宅において教育委員会，学校，学校外の公的機関文は民間事業者が提供する I

T等を活用した学習活動を行った場合，校長は，指導要録上出席扱いとするこ

と及びその成果を評価に反映することができることとする。

2 出席扱い等の要件

不主主校児窓生徒が自宅において 1T等を活用した学習活動を行うとき，当該

児童生徒が在籍する学校の長は，下記の要件を満たすとともに，その学習活動

が学校への復帰に向けての取組であることを前提とし，かつ，不登校児窓生徒

の自立を助けるうえで有効・適切であると判断する場合に，指導要録上出席扱

いとすること及びその成果を評価に反映することができる。

( 1 )保殺者と学校との聞に十分な連携・協力関係が保たれていること。

(2) 1 T等を活用した学習活動とは， 1 T (インターネットや電子メール，テ

レピを使った通信システムなど)や郵送，ファクシミジなどを活用して提供

される学習活動であること。

( 3 )訪問等による対面指導が適切に行われることを前提とすること。対面指導

は，当該児童生徒に対する学習支援や将来の自立に向けた支援などが定期的

かつ継続的に行われるものであること。

(4)学習活動は，当該児童生徒の学習の理解の程度を踏まえた計画的な学習プ

ログラムであること。なお，学習活動を提供するのが民間事業者である場合

には，平成 15年 5月 16日付け文科初第 255号通知「不登校への対応の

在り方についてJにおける「民間施設についてのガイドライン(試案)Jを

参考として，当該児童生徒にとって適切であるかどうか判断すること。 u学

習活動を提供するJとは，教材等の作成者ではなく，当該児童生徒に対し学

習活動を行わせる主体者を指す。)

(5 )校長は，当該児童生徒に対する対箇指導や学習活動の状況等について，例

えば，対面指導に当たっている者から定期的な報告を受けたり，学級担任等
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の教職員や保護者などを含めた連絡会を実施するなどして，その状況を十分

に把握すること。

(6) 1 T等を活用した学習活動を出席扱いとするのは，基本的に当該不登校児

室生徒が学校外の公約機関や民間施設において相談・指導を受けられないよ

うな場合に行う学習活動であること。なお，上記 (3)のとおり，対面指導

が適切に行われていることを前提とすること。

(7 )学習活動の成果を評価に反映する場合には，学校が把援した当該学習の計

間や内容がその学校の教育課程に照らし適切と判断される場合であること。

3 留意率:項

( 1 )この取扱いは，これまで行ってきた不受校の児童生徒に対する取組も含め，

家庭にひきこもりがちな不登校児童生徒に対する支援の充実を図るもので

あり，学校に登校しないことを認める趣旨ではないので， 1 T等を活用した

学習活動を出席扱いとすることが不登校状態の怒化につながることのない

よう留意すること。

(2) 1 Tを活用する場合には，個人情報や著作権の保設，有害情報へのアクセ

ス|坊止など，当該児窓生徒に対して必要な率:前の指導を行うとともに，その

活用状況についての把握を行うこと。その際， 1 Tの活用について保護者に

も十分な説明を行うとともに，活用状況の把握について必要な協力を求める

こと。

( 3 )教職員や不登校児童生徒の教育に関する専門家以外の者が対面指導を行う

場合には，教育委員会や学校等が適切な事前の指導や研修，訪問活動中の媛

助を行うなど，訪問する者の資質向上等に努めること。

( 4 )出席扱いの日数の換算については，学校や教育委員会が，例えば，対面指

導の日数や学習活動の時間などを基準とした規程等を作成して判断するこ

となどが考えられること。

(5) 1 T等を活用した学習活動の成果を評価に反映する場合の指導要録への記

裁については，必ずしもすべての教科・観点について観点別学習状況及び評

定を記載することが求められるのではないが，児窓生徒の学習状況を文章記

述するなど，次年度以降の指導の改替に生かすという観点に立った適切な記

載がなされるようにすること。

また，通知表その他の方法により，兇窓生徒や保護者等に学習活動の成果

を伝えたりすることも考えられること。
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( 6 )このほか，児童生徒の不登校への対応については，平成 15年 5月 16日

付け文科初第 255号通知「不主主校への対応の在り方について」を参照する

こと。

4 指導要録の様式等について

上記の取扱いに伴い，平成 13年 4Jl 2 7日付け文科初第 193号「小学校

児童Z指導要録2 中学校生徒指導要録，高等学校生徒指導要録，中等教育学校生

徒指導要録並びに盲学校，機学校及び幾百護学校の小学部児議指導菱銀，中学部

生徒指導要録及び高等部生徒指導要録の改善等についてj の別紙第 1，別紙第

2， !5IJ紙第4ー①，②，@及び⑤の「指導に関する記録J中〔出欠の記録〕に

ついて，それぞれ次のように改めることとする。

( 1) i 5 出席日数j の fまたJ以下を次のように改める。

「また，不登校の児窓が適応指導教室等学校外の施設において相談・指導を

受け，又は自宅において 1T等を活用した学習活動を行ったとき，そのこと

が当該児童の学校復帰のために適切であると校長が認める場合には，出席扱

いとすることができる。この場合には，出席日数の内数として出席扱いとし

た日数及び児童が適所又は入所した学校外の施設名や自宅において 1T等を

活用した学習活動によることを記入する。 J

(2 )なお，上記(1 )中「児蜜j とあるのは， !5IJ紙第 2，!5IH氏第4ー②及び⑤

にあっては「生徒」とする。
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